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研究成果の概要（和文）：本研究では、社会保障の受益と負担に関する実証的分析を行った。具体的には、所得
税、間接税を含む消費課税、年金・医療・介護などの社会保険料といった社会保障の財源面に加え、支出面の社
会保障サービスについて分析を行った。分析手法は多岐にわたるが、データを用いた実証的分析を駆使してい
る。専門論文や学会報告だけでなく、新聞記事にも寄稿することで、研究成果を社会的に開示することができ
た。なお、本研究の成果のひとつである上村・足立(2015)『税と社会保障負担の経済分析』（日本経済評論社）
は、第25回租税資料館賞を受賞した。

研究成果の概要（英文）：In this research, some empirical analyses of benefits and burden of social 
security in Japan were conducted. Specifically, we analyzed the social security services and the 
financial resources of social security such as income tax, consumption tax including excise tax, 
social insurance premium such as pension, medical care and long-term care. Analytical methods are 
diverse, but they make use of empirical analysis using data. By contributing not only to academic 
papers but also to newspaper articles, we were able to disclose our research results socially. In 
addition, Uemura and Adachi (2015) "Economic analysis of tax and social security burden" (Nihon 
Keizai Hyouronsha), one of the publications of this research, received the 2015 Best Monograph Award
 from The Institute of Tax Research and Literature.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究を開始する当初の背景は次の通り
である。 
 日本の財政運営は厳しい状態が続いてい
る。少子高齢化が進展する中、社会保障の受
益と負担の動向を注視し、社会保障の持続可
能性を確保することは、重要な政策的課題と
なっている。 
 たとえば、有名なバローによる課税標準化
理論（Barro(1979)”On the Determination of 
the Public Debt,” JPE 87）に依拠すれば、
恒常的に増大する社会保障費に対し、早めの
負担増は避けられない。しかしながら現実に
は、社会保障の財源確保の実現は見送られて
きた。 
 その結果、社会保障の持続可能性は脅かさ
れている。たとえば、上村(2011)「増え続け
る高齢者社会保障費：特別会計で歳出入管理
を」日本経済新聞朝刊「経済教室」9月 6日
は、国の一般会計における社会保障関係費の
約４割が特例公債に依存していることを指
摘した。 
 以上が、本研究を始める時点での背景であ
った。 
  
２．研究の目的 
 社会保障の持続可能性を検証するには、過
去から現在にわたる社会保障のマクロ的も
しくはミクロ的な側面からの実証的な評価
が必要である。 
 加えて、国と地方自治体の財政関係にも配
慮して、国と地方自治体の社会保障の全体像
をとらえる視点が重要である。 
 さらに、少子高齢化は今後も進展すること
から、過去のみならず、将来の社会保障の受
益と負担についても、考察の対象に含まねば
ならない。社会保障費の増大に合わせた負担
増が必要とはいえ、どの程度の負担をいつの
時点で増やすべきかは、家計のデータによる
実証分析が欠かせない。 
 なお、本研究の５年間の間に、社会保障に
関して大きな改革が実施されたことは重要
であった。それが「社会保障と税の一体改革」
である。本研究では、現実の「社会保障と税
の一体改革」の動きをにらみつつ、実証分析
を行うことが、本研究の目的となった。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、過去から現在に至る社会保障
の受益と負担の評価のみならず、社会保障の
受益と負担のマクロ的な将来像を明らかに
する。社会保障の負担についても、自己負担、
企業負担、保険料負担、税負担といった選択
肢から、望ましい財源のあり方を検討する。 
さらに、社会保障の受益と負担について、世
代間、地域間、所得階級間といったミクロ的
な視点から社会保障の受益と負担を評価す
る。分析対象とする制度は、公的年金、医療、
介護、租税などである。租税については、所
得税の控除のように、実質的な補助金とし 

て機能している「租税支出」についても分析
の範疇に含める。ミクロ的な評価では、種々
のシミュレーション分析を実施することで、
社会保障を様々な視点から評価する。 
 たとえば、ライフサイクル・モデルや個票
データによるマイクロ・シミュレーションを
利用すれば、社会保障の世代間と世代内の受
益と負担を計測できる。社会保障の制度は、
現実をできるだけ反映したモデルを構築す
る。「租税支出」についても、同様にモデル
分析を行うことができ、家計ベースでの「租
税支出」の受益と経済効果を明らかにするだ
けでなく、支出政策との経済効果の比較を行
う。 
 以上の手法によって、日本の社会保障の受
益と負担の改革のあり方を考察する。 
 
４．研究成果 
 以下では、本研究の主な研究成果の概要を
報告する。なお、本研究の成果の集大成とな
った上村・足立(2015)『税と社会保障負担の
経済分析』（日本経済評論社）は、第 25回租
税資料館賞を受賞した。以下の概要は主に上
村・足立(2015)からの抜粋である。 
 
(1)所得税の控除と税率が税収に与える影響
を数量的に分析した。背景には、近年、女性
の社会進出や少子化対策との関わりで、配偶
者控除や扶養控除のあり方をめぐり、活発な
議論がなされていることがある。日本財政の
状況は厳しく、控除や税率の改革にあたって
は、それが税収に与える影響を考える必要が
ある。そこで、いくつかの所得控除がもつ税
収ロスを試算した。 
 その結果、試算した所得控除のなかでは、
「社会保険料控除」「一般扶養控除」「一般配
偶者控除」の順番で税収ロスが大きい。また、
給与所得者１人あたりの税収ロスは、高所得
層ほど所得控除による補助金が大きくなる
逆の所得再分配効果がみられた。 
 また、所得税の限界税率を１％ポイント引
き上げたときの増収額と給与所得者１人あ
たりの負担額を試算した。 
 もっとも低い第１限界税率の税率引き上
げは税収調達能力が高いが、ほとんどの給与
階級に負担増を強いる。高所得層に負担増を
限定するならば、高い限界税率の引き上げが
妥当だが、税収調達能力が低くなるジレンマ
が生じている。 
  
(2)社会保障財源として期待される消費税を
含む間接税を分析した。これらの消費課税に
は、常に逆進性の問題が指摘されるところで
ある。そこで、家計の個別間接税と消費税の
負担を計測することで，個別間接税を含めた
間接税の負担構造を明らかにした。 
 分析結果は、以下にまとめられる。第１に，
低所得階級は間接税負担率が相対的に高く、
間接税全体の間接税負担率は、第Ⅰ分位は第
Ⅹ分位の３倍程度の大きさとなる。このこと



から、個別間接税を含めた間接税全体でも逆
進性が認められる。 
 第２に、個別間接税よりも消費税に逆進性
の比重が大きい。特に「食料」に対する消費
税の間接税負担率は、第Ⅰ分位が極めて高く，
逆進性が相対的に高い。そのため，「食料」
の消費税が大きな逆進性をもつことについ
ては，低所得者層に対して何らかの負担軽減
策を検討される必要があるかもしれない。 
 また、「交通・通信」については，消費税
よりも個別間接税の負担割合が高い。これは、
揮発油税などの個別間接税が要因である。 
 最後に消費税の税率引き上げが、家計の間
接税負担率にもたらす影響について考察し
た。いくつかの政策パターンを推計すると、
増税が大きいほど逆進性は高まる。消費税の
税率引き上げは、どのような逆進性を緩和さ
せる政策を採用しても，どの所得階級にもマ
イナスの再分配を与える。これは、軽減税率
やゼロ税率が、低所得者層だけでなく高所得
者層にも恩恵を与えるからである。 
  
(3)国民健康保険制度では、医療給付費及び保
険料（税）の要因分解を行い、地域格差を変
動係数で推計したのち、医療給付費ならびに
保険料（税）の受益と負担の関係を検討した。 
 第１に、被保険者あたりの単位では、医療
給付費ならびに保険料（税）は共通して地域
格差が認められ、その格差は市町村単位より
も都道府県単位で縮小傾向にある。双方を比
べれば、医療給付費よりも保険料（税）の地
域格差が高い。軽減・減免措置を行った保険
料（税）調定額は、算定のみの保険料（税）
算定額よりも高いことから、軽減・減免措置
が保険料（税）の地域格差を拡大させている
ことが示唆されている。 
 第２に、医療給付費と保険料（税）の関係
をみたとき、都道府県別でも保険者別でも負
の相関がみられる。保険料（税）算定額より
も保険料（税）調定額がより負の相関が強く、
軽減・減免措置が医療給付費と保険料（税）
の受益と負担の関係を崩している可能性が
ある。 
 以上の結果から、医療給付費ならびに保険
料（税）の地域格差は、市町村単位よりも都
道府県単位で縮小できることから、「社会保
障と税の一体改革」のもとで進められている
都道府県単位化による広域化政策は格差を
抑えることが示された。 
 また、医療給付費と保険料（税）の間に負
の相関があることから、受益と負担との関係
が見いだせない結果が得られた。なかでも保
険料（税）における軽減・減免措置は地域格
差を広げるだけでなく、医療給付費と保険料
（税）の受益と負担の関係を一層弱めている
ことが示唆される。 
 
(4)家計のマイクロデータを用いて、ライフサ
イクルにおける所得が所得課税と社会保険
料から受ける影響を考慮して、所得の割引現

在価値から不平等尺度を計測し、再分配効果
を評価した。 
 第１に、家計の所得分布は、割引現在価値
で評価しても拡大傾向にある。第２に、拡大
傾向にある所得に対して、所得課税はプラス
の再分配効果をもち、所得格差を縮小してい
る。社会保険料はマイナスの再分配効果をも
ち、所得格差を拡大している。第３に、所得
課税と社会保険料を合わせた再分配効果は
プラスであるが、その効果は年々低下傾向に
ある。そのために、再分配後の所得も不平等
化が進展している。 
 所得階層別にみた場合、中所得層の再分配
効果は大きいが、低所得層の再分配効果は低
下傾向にある。世代別にみた場合、1960 年
代は若年世代への再分配効果は相対的に小
さかったが、1990 年代以降は大きくなって
いる。 
 第４に、所得世代階層別でみた場合に、低
所得者層のなかでも若年世代が最も所得格
差が広がっており、その低所得者層の所得課
税と社会保険料の再分配効果はともに中年
世代で大きいことが指摘できる。また、年代
ごとに所得世代階層別格差を検証した結果、
1990 年代までは、おおむね年代が新しくな
るにつれて大きくなり、不平等化が進展する
が、2000年代では不平等化が弱まっている。
所得課税の再分配効果は、全階層で年々低下
しつつも、その推移は異なっている。 
 
(5)家計のマイクロデータを用いて、ライフサ
イクルにおける所得が所得課税の影響を考
慮して、所得課税の限界実効税率と生涯税負
担率を試算し、不平等尺度を計測し再分配効
果を評価した。得られた分析結果をまとめる
と次のようになる。 
 第１に、代表的な家計モデルを設定し税負
担率の推移を見た結果、1980 年代をピーク
にそれ以降は増減を繰り返し低下していた
が、2005 年以降には税負担率が再び上昇し
ている。その傾向は、配偶者の就業状況と扶
養者数とその構成によって、税負担率の乖離
がみられている。 
 第２に、家計のマイクロデータを用いて、
限界実効税率が平均税負担率を上回る形で
推移し、世帯別生涯所得が高くなるほど限界
実効税率と平均税負担率の乖離が大きくな
っている。高所得者層ほど限界実効税率の引
き上げが起きており、労働供給のインセンテ
ィブを低下させている。 
 限界実効税率の推移をみたところ、1980
年から 1990 年にかけては、限界実効税率が
高くなっており、税率の累進性が強く、所得
再分配効果が生じている。1990年から 2000
年にかけ逆に限界実効税率は低下しており、
2000年以降は再び限界実効税率は向上する。 
 この税負担率に、世帯別生涯所得は上昇さ
せる要因となるが、配偶者の就業や扶養者数
は税負担率を低下させている。配偶者控除、
一般扶養控除、老人扶養控除を受けている世



帯を対象に分析した結果、控除対象世帯内で、
税率の累進性、扶養控除また配偶者の就業が
統計的に税負担率に影響を与えることがわ
かる。 
 第３に、家計の所得分布は、割引現在価値
で評価しても拡大傾向にある。拡大傾向にあ
る所得に対して、所得課税はプラスの再分配
効果をもち、所得格差を縮小している。その
効果は年々低下傾向にある。そのために、再
分配後の所得も不平等化が進展している。所
得階層別にみた場合、中所得層の再分配効果
は大きいが、低所得層の再分配効果は低下傾
向にある。所得課税に対し、配偶者控除は低
所得階層にはプラスの再分配効果をもち、そ
の効果は増減している。高所得階層にはマイ
ナスの再分配効果をもち所得格差を拡大さ
せている。 
 
(6)国民健康保険制度における保険料収納率
に注目し、第１に財政調整との関係から、第
２に保険料賦課方式との関係から保険料収
納率について分析を行った。 
 第１の結果、特別調整交付金（都道府県）
による財政調整は、現年分収納率を高める効
果をもっているが、普通調整交付金（国）や
保険基盤安定繰入金（市町村）については、
現年分収納率を向上させるように働いてい
ないことが示された。 
 したがって、国民健康保険財政の持続可能
性を高めるために収納率を向上させるには、
普通調整交付金（国）のようにペナルティを
科すのではなく、または保険基盤安定繰入金
（市町村）のように補助を与えるのではなく、
特別調整交付金（都道府県）のような形で収
納率に対してインセンティブを与えること
が必要である。 
 なお、特別調整交付金は都道府県支出金の
一部であり、保険者の収納率の向上には、都
道府県単位の取り組みが不可欠であること
が示唆される。現実的に国民健康保険制度は
都道府県単位の広域化が検討されており、収
納業務についても共同実施の取り組みや収
納率目標の設定が図られている。これらのよ
うな収納業務における広域的な取り組みを
進めることが、国民健康保険財政の持続可能
性の向上にとって重要だといえる。 
 第２に、国民健康保険制度における保険料
賦課方式の違いが収納率に与える影響につ
いて検証を行った。その結果、様々な財政要
因、滞納繰越要因や環境要因をコントロール
した保険者別の実証分析の結果、国民健康保
険料の賦課方式の内容と組み合わせが、現年
分収納率に異なる影響を与えることが明ら
かになった。具体的には、所得割の保険料率
は現年分収納率を低下させるが、資産割は収
納率を高める効果をもち、平等割は納付には
有意な影響を与えないが、均等割は保険料の
収納を低下させていることが明らかとなっ
た。 
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